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保健事業の一層の推進について
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 協会ではこれまで、35歳以上の被保険者を対象とした生活習慣病予防健診、40歳以上の被扶養者を
対象とした特定健診、特定保健指導を中心とした保健事業に注力してきたが、医療費の適正化及び加
入者の健康の保持増進をより一層推進するうえでは、更なる健診・保健指導の実施率向上と重症化予
防対策の充実を図るとともに、就労等により生活習慣が変化する20代から健康意識の醸成を図り、加入
者の自主的な健康増進及び疾病予防の取組を推進することが必要である。

 また、国で整備が進められている医療DXのインフラも活用しつつ、より多くの加入者の健診結果等を若年
から経年的に保有し、これらのビックデータを活用することで、保健事業の一層の推進を図る必要がある。

 これらのことを踏まえ、現役世代への取組をより一層推進する観点から、被保険者及び被扶養者を対象
に実施する健診体系の見直し及び重症化予防対策の充実を行う。

 一定の項目を網羅した人間ドックに対する補助を実施

若年層を対象とした健診の実施

 20歳、25歳、30歳に実施

 「骨粗鬆症検診」を実施
 検査項目や健診単価の検証・見直しの実施

被扶養者に対する健診の拡充

 「胸部X線検査」において要精密検査・要治療と判断されな
がら、医療機関への受診が確認できない者に対して受診勧
奨を実施

被扶養者

重症化予防

人間ドックに対する補助の実施

 被保険者に対する見直し後の人間ドックや生活習慣病予
防健診と同等の内容に拡充

具体的な見直し（案）

がん検診項目受診後の受診勧奨の実施等
生活習慣病予防健診の項目等の見直し

被保険者



保健事業の一層の推進について（実施内容について）
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人間ドックに対する補助の実施

 年齢や性別による健康課題に対する健診の選択肢の拡大と、より一層の健康意識の醸成及び実施率の向上を図るため、35歳以上の
被保険者を対象に一定の項目を網羅した人間ドックに対する定額補助（25,000円）を実施。

 円滑な制度開始及び健診実施機関の質の確保の観点から、人間ドック補助実施機関は日本人間ドック・予防医療学会等が実施する
第三者認証（健診施設機能評価等）を取得していることを条件にするほか、特定保健指導の実施体制を有すること等を条件とする。

若年層を対象とした健診の実施

 就業等により生活習慣が大きく変化する若年層に対して、早期に生活習慣病対策を行うことや健康意識の向上等を目的に生活習慣
病予防健診に新たに20歳、25歳、30歳の被保険者も対象とする。

 検査項目については、国の指針等を踏まえ、生活習慣病予防健診の項目から、胃・大腸がん検診の検査項目を除いたものとする。

生活習慣病予防健診の項目等の見直し

 健康日本21（第三次）の内容等も踏まえ、40歳以上の偶数年齢の女性を対象に骨粗鬆症検診を実施する。

 生活習慣病予防健診の検査項目や健診単価については、協会発足以来、見直しを行っていないことから、国の指針やマニュアル、人件
費の高騰や診療報酬改定等を踏まえ、健診の内容及び費用について別途検証・見直しを行う。

被扶養者に対する健診の拡充

 被扶養者に対する健診について、被保険者に対する見直し後の人間ドックや生活習慣病予防健診と同等の内容に拡充する。なお、現
行の特定健診の枠組みは維持する。

がん検診項目受診後の受診勧奨の実施等

 「胸部X線検査」において要精密検査・要治療と判断されながら、医療機関への受診が確認できない者に対して受診勧奨を実施。なお、
この取組については、令和６年度に保険者努力重点支援プロジェクトの中で、３支部（北海道・徳島・佐賀）において外部有識者の
助言も得ながら実施中。

 事業所に対するメンタルヘルスに関するセミナー及び出前講座の実施に係る体制を整備。

令
和
７
年
度

令
和
８
年
度

令
和
９
年
度

施策実施に伴う増加額（見込） 令和7年度0.1億円程度、 令和8年度280億円程度、 令和９年度160億円程度



保健事業の一層の推進について（制度変更後の健診体系図）

22

35～39歳 40～74歳～19歳 20～34歳

 令和８年度から、35歳以上の被保険者を対象に人間ドックに対する費用補助を実施するほか、生活習慣病予防健
診の一般健診について、新たに20歳、25歳、30歳を対象とする（胃・大腸がん検診の検査項目を除く）。

 従来40歳から５歳刻みで一般健診に追加可能としていた付加健診について、一般健診及び付加健診の項目を統合
し、新たに「節目健診」を新設する。また、40歳以上の偶数年齢の女性を対象に骨粗鬆症検診を実施する。

 令和９年度から、被扶養者を対象とした健診について被保険者に対する見直し後の人間ドックや生活習慣病予防健
診と同等の内容に拡充する。なお、制度変更後の健診体系では被保険者と被扶養者の健診内容等は同一となるが、
現行の被扶養者に対する特定健診については引き続き実施する。

一般健診（若年）

子宮頸がん検診

乳がん検診

節目健診

人 間 ド ッ ク

骨粗鬆症検診

肝炎ウイルス検査

健診の種類
受診対象者の年齢

特 定 健 診

生
活
習
慣
病
予
防
健
診
等

一般健診

35歳以上（毎年受診可）

40歳、45歳、50歳、55歳、60
歳、65歳、70歳の方

20歳、25歳、30歳の方

35歳以上（毎年受診可）

20歳以上の偶数年齢の女性

40歳以上の偶数年齢の女性

40歳以上の偶数年齢の女性

一般健診を受診する方（過去に受けた方は除く）

40歳以上の被扶養者



保健事業の一層の推進について（これまでの取組）
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生活習慣病予防健診（一般健診）の自己負担の軽減

 健診実施率の向上のため、38％（7,169円）の一般健診の自己負担について、総合健保組合の水準を参考に28％（5,282円）
に軽減。

※ 自己負担30％の生活習慣病予防健診の乳がん検診・子宮頸がん検診のほか、肝炎ウイルス検査についても、自己負担を28％に軽減。

付加健診の自己負担の軽減

被扶養者の集団健診時におけるオプション健診の拡充

 被扶養者の特定健診実施率の向上のために行っている集団健診（協会主催）時のオプション健診について、健康日本21（第三
次）の目標等を踏まえ、内容の見直し及び項目の拡充を図った。
※ 「骨粗鬆症検診」、「歯科検診」、「眼底検査」を支部の実情に応じて選択可能。

LDLコレステロール値に着目した受診勧奨の実施

 現役世代の循環器疾患の重症化予防対策として、LDLコレステロール値に着目した受診勧奨を実施。

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

付加健診の対象年齢拡大

 疾病の早期発見等の目的、健保組合の実施状況、定年延長の状況等を踏まえ、対象年齢を「40歳、50歳」から「40歳、45歳、50
歳、55歳、60歳、65歳、70歳」とした。

重症化予防対策の充実

 高血圧等に係る未治療者に対する受診勧奨について、被扶養者及び協会が事業者健診結果データを取得した者に拡大。

支部における地域・職域の特性を踏まえた保健事業の実施

 医療費・健診データの分析に基づく地域や業態、年代別などの健康課題（喫煙や運動、メンタルヘルス対策とも関連する睡眠など）に
着目した実効性のあるポピュレーションアプローチ等の実施。

 疾病の早期発見等の目的、健保組合の実施状況、定年延長の状況等を踏まえ、50％（4,802円）の付加健診の自己負担につい
て、28％（2,689円）に軽減。



３.ホテル健診の実施結果について
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ホテル健診の実施結果について

令和６年７月10日実施ホテル健診受診者

人数 割合

総受診者数 487 人 100.0%

うち前年度特定健診未受診 333 人 68.4%

うち過去４年間健診未受診者 267 人 54.8%

市区町村 人数 割合
前年度
未受診者

割合
過去４年
未受診者

割合

岡山市 366 人 75.15% 249 人 68.03% 201 人 54.92%
赤磐市 11 人 2.26% 7 人 63.64% 6 人 54.55%
玉野市 23 人 4.72% 20 人 86.96% 14 人 60.87%
総社市 17 人 3.49% 14 人 82.35% 13 人 76.47%
倉敷市 24 人 4.93% 15 人 62.50% 12 人 50.00%
瀬戸内市 14 人 2.87% 8 人 57.14% 7 人 50.00%

都窪郡　早島町 3 人 0.62% 3 人 100.00% 1 人 33.33%
和気郡　和気町 6 人 1.23% 4 人 66.67% 2 人 33.33%

備前市 9 人 1.85% 5 人 55.56% 4 人 44.44%
高梁市 3 人 0.62% 2 人 66.67% 1 人 33.33%
浅口市 3 人 0.62% 2 人 66.67% 2 人 66.67%
笠岡市 1 人 0.21% 1 人 100.00% 1 人 100.00%
井原市 6 人 1.23% 3 人 50.00% 3 人 50.00%

浅口郡　里庄町 1 人 0.21% 0 人 0.00% 0 人 0.00%
合計 487 人 100.00% 333 人 68.38% 267 人 54.83%

受診者住所

受診者の７割ほどが前年度特定健診未受診者、かつ全体の半数以上
は直近４年間で１度も特定健診を受診しておらず、ホテル健診を行う
ことで３００人ほどの新規健診受診につながったといえる。
ホテル健診の実施にあたって要した会場費用は１日約８０万円で、

イオン健診の会場費用の１日約２０万円（６日間で１１７万円）に対
して比較的高額であるが、イオン健診は令和４年度に３日間実施で受
診者数６４０人（１日当たり２１３人）、令和５年度に６日間実施で
受診者数７３０人（１日当たり１２２人）と、１日当たりの受診者数
という面では効率よく新規受診につながっており、高い効果があった
と考える。
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ホテル健診の実施結果について（参考数値）

事前申込数
前日までの

キャンセル者数
当日までの
予約者数

受診者数 受診率

551 36 515 487 94.6%

血管年齢 肌年齢測定 合計

407 78 485

骨粗鬆症検査 眼底検査 合計

288 195 483

積極的 動機付け 非該当 積極的 動機付け 非該当

68 67 98.5% 22 30 16 22 29 16

階層化 実施者
保健指導
該当者数

保健指導
実施者数

実施率

【受診状況】

【無料オプション検査】（Aオプション） 【無料オプション検査】（Bオプション）

【特定保健指導実施状況】

健診実施当日は雨だったが、キャンセルも
少なく多くの方が受診された。
無料オプション検査についても、特定健診
受診者のほとんどが利用された。

当日健診結果（腹囲・血圧）により特定保健指導該当の可能性がある方に対し、お1人を除き初回面談を実施。
後日血液検査結果をもとに階層化を実施し特定保健指導対象者は52人（うち初回面談実施51人）となった。
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４.返納金債権について
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返納金債権について

KPI※：返納金債権（無資格受診）の状況（令和3年度～令和5年度）

※協会けんぽのKPIは、令和5年度まで「返納金債権（無資格受診）の現年度回収率」と定め、
前年回収率以上をKPI値として設定しています。（令和5年度のKPIは令和4年度回収率61.26％以上）

※令和6年度からは「返納金債権（診療報酬返還金・不当を除く）」をKPI値として設定しています。

【令和5年度返納金債権が増加した要因】

・医療機関に照会を行い正しい保険者へ請求替えを依頼していたが、オンライン資格確認の導入により、保険者が確認する
ケースが大幅に増加
・共済組合への移行（令和4年10月）
・医療費の増加（新型コロナウイルス感染症による受診控えの解消） など

28

全
国

調定額
（前年比）

回収額
（前年比）

回収率

令和3年度
4,942,497,705円

（ － ）
2,741,862,531円

（ － ）
55.48％

令和4年度
5,424,751,803円
（109.7％）

2,948,368,648円
（107.6％）

54.35%

令和5年度
7,083,004,771円
（130.6％）

3,774,670,317円
（128.0％）

53.29％

岡
山

調定額
（前年比）

回収額
（前年比）

回収率

令和3年度
56,164,993円
（ － ）

40,493,084円
（ － ）

72.1％

令和4年度
56,340,735円
（100.3％）

34,514,619円
（85.2％）

61.26％

令和5年度
91,375,664円
（162.2％）

52,490,039円
（152.1％）

57.44％



返納金債権について

期首残高 現年度調定額 過年度回収額 現年度回収額 その他※ 期末残高

令和3年度 89,058,202 134,756,637 14,812,070 94,491,970 16,298,727 98,212,072

令和4年度 98,212,072 136,602,599 13,788,421 82,195,172 22,796,408 116,034,670

令和5年度 116,034,670 179,515,094 29,625,566 103,816,539 24,144,793 137,962,866

岡山支部返納金債権（全体）の状況（令和3年度～令和5年度）

返納金債権総額 回収・その他※ 期末残高

令和3年度 223,814,839 125,602,767 98,212,072

令和4年度 234,814,671 118,780,001 116,034,670

令和5年度 295,549,764 157,586,898 137,962,866

内訳

※その他とは、調定取消・訂正、消滅（破産、時効等）となり、債権総額から減額されます。 29


